
 

 

財政健全化判断比率等について (平成 28年度決算) 

 
 

1 健全化判断比率 
 

平成28年度決算に基づき健全化判断比率を算定したところ、下記のとおり、いずれの指標についても早期健

全化基準を下回っており、実質公債費比率、将来負担比率ともに前年度より好転しています。 

しかし、市の借金の返済や企業会計の健全化に向けた一般会計からの補助金の支出などもあり、依然、自由

に使えるお金はわずかしかないことから、今後も一層の財政健全化への取組みに努めてまいります。 

 
                                                             （単位：％） 

 平成 28年度 平成 27年度 増 減 早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 － － － １１．２７ ２０．００ 

連結実質赤字比率 － － － １６．２７ ３０．００ 

実質公債費比率 １１．１ １１．６ △０．５ ２５．０ ３５．０ 

将来負担比率 １１１．５ １１９．９ △８．４ ３５０．０  

※実質赤字比率・連結実質赤字比率が算定されない場合は「－」で表示 
 

○標準財政規模（臨時財政対策債を含む） 

１年間の市税、地方交付税などの通常経常的に収入されるであろう一般財源の額で、各地方自治体の標準

的な財政規模を示すもの。 

平成28年度は、前年度と比較すると約10億５千万円減少しています。 

主な減少の理由は、地方交付税の算定において、平成27年度に実施された国勢調査の人口が反映された

ためで、平成２２年度国勢調査に比べて6,427人減少した影響で、標準財政規模も縮小されました。 

 
                                                      （単位：千円） 

 平成 28年度 平成 27年度 増 減 

標準財政規模 48,572,196 49,619,258  △1,047,062 

 

（１）実質赤字比率の状況   【H28】なし  【H27】なし 

一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率であり、これが生じた場合には赤字の

早期解消を図る必要があります。 

一般会計、動物園事業会計を合わせて、黒字決算のため該当となりません。なお、各会計の実質収支の

額は表①の一般会計等をご覧ください。 

 

 

  

 

 

 

（２）連結実質赤字比率の状況   【H28】なし  【H27】なし 

公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額（または資金不足額）の標準財政規模に対する比率

であり、これが生じた場合には、赤字の早期解消を図る必要があります。 

全会計を合わせて、黒字決算のため該当となりません。 

表①に会計ごとの数値を記載していますが、市設魚揚場事業会計で資金不足を生じております。なお、下

水道事業会計では、実質的な資金不足額約37億７千万円の全額が解消可能資金不足額として、資金不足

額から控除されています。 

当市では、市設魚揚場事業会計において、多額の不良債務を抱えていることから、平成21年度に「経営

健全化計画」を策定しており、企業会計が独自に経営健全化に取り組むとともに、一般会計からも一定の支

援を行いながら、計画の最終年度である平成30年度までに資金不足を解消できるように取り組んでいます。 

実質赤字比率＝ 
一般会計等の実質赤字額 

 
標準財政規模 



 

 

表① 会計別収支等の状況 

 

一般会計等                                                （単位：千円） 

会 計 名 
実 質 収 支 額 

平成 28年度 平成 27年度 増 減 

一般会計 596,544 1,766,853 △1,170,309 

動物園事業 4,081 5,663 △1,582 

計   （Ａ） 600,625 1,772,516 △1,171,891 

 

特別会計                                                 （単位：千円） 

会 計 名 
実 質 収 支 額 

平成 28年度 平成 27年度 増 減 

国民健康保険 369,926 402,518 △32,592 

国民健康保険阿寒診療所事業 0 0 0 

国民健康保険音別診療所事業 0 0 0 

後期高齢者医療 39,544 39,549 △5 

介護保険 166,232 157,607 8,625 

駐車場事業 0 0 0 

計   （Ｂ） 575,702 599,674 △23,972 

 

企業会計（法非適用含む）                                       （単位：千円） 

会 計 名 
資金不足・剰余額 

平成 28年度 平成 27年度 増 減 

病院事業 2,446,644 2,278,621 168,023 

水道事業 2,543,248 2,489,571 53,677 

工業用水道事業 117,297 92,401 24,896 

下水道事業 0 0 0 

公設地方卸売市場事業 146,979 94,177 52,802 

市設魚揚場事業 △495,830 △812,505 316,675 

港湾整備事業 2,039,654 1,878,862 160,792 

農業用簡易水道事業 0 0 0 

計   （C）  6,797,992 6,021,127 776,865 

※農業用簡易水道事業は、法非適用企業会計 

 
（単位：千円） 

連結収支の状況 （A+B+C） 7,974,319 8,393,317 △418,998  

 

※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的な資金の不足額が生じる等の事

情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額。 

 

 

 

 

 

（主な増減理由） 

一般会計における実質収支額が減少したものの、病院事業会計、港湾整備事業会計の剰余額の増加や、

市設魚揚場事業会計における資金不足の圧縮などにより、昨年度に引き続き黒字となっております。 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

 
標準財政規模 



 

 

（３）実質公債費比率の状況   【H28】11.1％  【H27】11.6％  ※比率は、３カ年平均で算出されます。 

一般会計等が負担する元利償還金などの、標準財政規模に対する比率であり、18％以上になると起債の

許可が必要となり、25％以上になると一部の起債発行が制限されます。 

比率は早期健全化基準を下回っていますが、今後も建設事業に充てるために借入れる地方債は「返す以

上に借りない」という方針のもとに、公債費の抑制に努めてまいります。 

 

 

（主な増減理由） 

平成28年度において、地方債の元利償還金の一般財源が増加したことなどから、単年度の比率が0.6ポ

イント増加したものの、単年度比率の高かった平成25年度分が３カ年平均から除かれたため、平成26～28

年度の３カ年平均では、0.5ポイント好転しています。 
                                                  （単位：千円） 

項   目 平成 28年度 平成 27年度 増 減 

地方債の元利償還金 12,702,978 12,486,719 216,259 

特定財源 2,007,093 1,991,148 △15,945 

差引（元利償還金の一般財源） 10,695,885 10,495,571 200,314 

 

 

（４）将来負担比率の状況   【H28】111.5％  【H27】119.9％   

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、これらの負債が将来

財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す指標です。 

この比率を算定するに当たっての将来負担額には、一般会計等の地方債残高に加え、債務負担行為に

基づく支出予定額、企業会計などの公債費に対する一般会計等の負担見込額、退職手当負担見込額、連

結実質赤字額、地方公社の負債額や第三セクター等のために債務を負担している場合の一般会計等の負

担見込額などが含まれることとされています。 

表②にそれぞれ項目ごとの平成29年度以降の負担額を記載しています。比率は早期健全化基準を下回

っており、前年度と比較し、すべての項目で減少しております。 

 

表② 将来負担額の状況 
                                                            （単位：千円） 

項               目 
負担額 

平成 28年度 平成 27年度 増 減 

一般会計等の前年度末における地方債現在高 126,596,366 129,011,276 △2,414,910 

債務負担行為に基づく支出予定額 1,144,814 1,343,872 △199,058 

公営企業債等繰入見込額 18,830,696 19,304,697 △474,001 

組合負担等見込額 1,316,719 1,615,677 △298,958 

退職手当負担見込額 11,569,554 11,920,500 △350,946 

連結実質赤字額 0 0 0 

設立法人の負債額等のうち一般会計等の負担見込額 0 0 0 

合     計 159,458,149 163,196,022 △3,737,873 

 

 

 

 

実質公債費比率＝ 

地方債の元利償還金等－（特定財源＋元利償還金等に係る基準財政需要額算入額） 

 

標準財政規模－元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 

将来負担比率＝ 
将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源＋地方債残高等に係る基準財政需要額算入額) 

 
標準財政規模－元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 



 

 

（主な増減理由） 

一般会計等の前年度末における地方債現在高の減少などにより、将来負担額が約37億４千万円減少し

たほか、将来負担額を減少させる要素である充当可能基金額が増加したことなどにより、前年度と比較する

と比率が8.4ポイント好転しています。 

 

 

２ 資金不足比率 

 
資金不足比率は、公営企業ごとに算出するもので、一般会計での実質赤字額に相当する資金不足額の、事業

の規模（営業収益の額 － 受託工事収益の額）に対する比率です。 

市設魚揚場事業会計で、613.2％と経営健全化基準を上回る比率となっております。 

なお、市設魚揚場事業会計につきましては、平成21年度に策定した「経営健全化計画」に基づき、資金不足の

確実な解消に努めてまいります。 

 

                                                            （単位：％） 

会 計 名 平成 28年度 平成 27年度 増 減 経営健全化基準 

病院事業 － － － 

２０．０ 

水道事業 － －    － 

工業用水道事業 － －    － 

下水道事業 － －    － 

公設地方卸売市場事業 － － － 

市設魚揚場事業 ６１３．２ ９１９．３ △３０６．１ 

港湾整備事業 － － － 

農業用簡易水道事業 － － － 

※資金不足比率が算定されない場合は「－」で表示 
 

 

 

 

 

 

（主な増減理由） 

市設魚揚場事業会計は、経費の削減や一般会計からの支援等により資金不足が圧縮され、比率は好転

しています。 

               

（単位：千円） 

会 計 名 
資金不足額 事業の規模 

平成28年度 平成27年度 増 減 平成28年度 平成27年度 増 減 

市設魚揚場事業 △495,830 △812,505 316,675 80,858 88,377 △7,519 

                             

資金不足比率＝ 
資金の不足額 

 
事業の規模 


